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北九州市告示第３０３号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のと 

おり道路の区域を決定する。 

 その関係図面は、この告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課にお

いて、一般の縦覧に供する。 

  令和元年１２月２７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 道路の種類 市道 

２ 路線名等 

整理番号 路線名 区域決定の区間 幅員 

(ｍ) 

延長 

(ｍ) 

７０４１ 岩崎７号

線 

八幡西区岩崎三丁目２８７３

番１から 

八幡西区岩崎三丁目２８７２

番１まで 

4.0 

～ 

9.0 

55.0 
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北九州市告示第３０４号 

 北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例施行規則（

昭和４７年北九州市規則第３３号）第１６条の４の規定により、スポーツ施設

における指定管理者を次のとおり告示する。 

  令和元年１２月２７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

指定管理者に管理を行わ

せる施設 

指定管理者に指定したもの 
指定する期間 

名  称 住  所 

北九州市立和布刈塩水プ

ール

北九州スポー

ツネットワー

ク共同事業体 

東京都品川区

東品川四丁目

１０番１号 

令和２年４月

１日から令和

７年３月３１

日まで 

北九州市立大里プール

北九州市立紫川河畔プー

ル

北九州市立門司球場

北九州市立三萩野庭球場

北九州市立紫川河畔庭球

場

北九州市立吉田太陽の丘

庭球場

北九州市立田野浦庭球場

北九州市立勝山弓道場

北九州市立大里柔剣道場

北九州市立三萩野体育館

北九州市立大池プール 公益財団法人

北九州市スポ

ーツ協会 

北九州市八幡

東区八王寺町

４番１号 

令和２年４月

１日から令和

７年３月３１

日まで（北九

州市立城山緑

地アーチェリ

ー場は、同施

設の供用開始

の日から令和

７年３月３１ 

日まで） 

北九州市立折尾プール

北九州市立上津役プール

北九州市立木屋瀬プール

北九州市立岩ケ鼻市民プ

ール

北九州市立高炉台球場

北九州市立都島球場

北九州市立香月中央運動

場

北九州市立香月中央庭球

場
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北九州市立城山緑地アー

チェリー場

北九州市立八幡東体育館

北九州市立桃園市民プー

ル（室内）

スピナ・シン

コースポーツ

共同事業体 

北九州市八幡

東区平野二丁

目１１番１号 

令和２年４月

１日から令和

７年３月３１

日まで（北九

州市立桃園市

民プール（室

内）は令和２

年４月１日か

ら北九州市立

桃園市民プー

ルの供用開始

の日の前日ま

で、北九州市

立桃園市民プ

ールは同施設

の供用開始の

日から令和７

年３月３１日

まで） 

北九州市立桃園球場

北九州市立桃園運動場

北九州市立桃園庭球場

北九州市立桃園弓道場

北九州市立本城球場 スポーツパー

クパートナー

ズ本城共同事

業体

福岡市南区大

池一丁目２３

番１５号

令和２年４月

１日から令和 

７年３月３１

日まで 

北九州市立本城陸上競技

場

北九州市立本城運動場

北九州市立ひびきコスモ

ス運動場

株式会社スピ

ナ 

北九州市八幡

東区平野二丁

目１１番１号 

令和２年４月

１日から令和

７年３月３１

日まで 
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北九州市告示第３０５号 

 北九州市スポーツ施設条例施行規則（平成２０年北九州市規則第２３号）第

８条の規定により、スポーツ施設における指定管理者を次のとおり告示する。 

  令和元年１２月２７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

指定管理者に管理を行わ

せる施設 

指定管理者に指定したもの 
指定する期間 

名  称 住  所 

北九州市立新門司体育館 北九州スポー 

ツネットワー 

ク共同事業体 

東京都品川区

東品川四丁目

１０番１号 

令和２年４月

１日から令和

７年３月３１

日まで 

北九州市立門司体育館 

北九州市立門司青少年体

育館 

北九州市立小倉北体育館 

北九州市立小倉南体育館  

北九州市立城野体育館 

北九州市立曽根体育館 

北九州市立新門司温水プ

ール 

北九州市立松ケ江プール 

北九州市立朽網プール 

北九州市立門司庭球場 

北九州市立小倉南庭球場 

北九州市立小倉南武道場 

北九州市立小倉北柔剣道

場 

北九州市立門司弓道場 

北九州市立総合体育館 公益財団法人 北九州市八幡 令和２年４月

１日から令和

７年３月３１

日まで（北九

州市立城山緑

地アーチェリ

ー場は、同施

設の供用開始

の日から令和

７年３月３１

北九州市立若松体育館 北九州市スポ 東区八王寺町 

北九州市立黒崎体育館 ーツ協会 ４番１号 

北九州市立城山体育館

北九州市立折尾スポーツ

センター

北九州市立香月スポーツ

センター

北九州市立小石プール
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北九州市立藤ノ元プール 日まで）

北九州市立沖田プール

北九州市立鞘ケ谷競技場

北九州市立城山球場

北九州市立城山庭球場

北九州市立若松武道場

北九州市立八幡東柔剣道

場

北九州市立八幡西柔剣道

場

北九州市立桃園市民プー

ル

スピナ・シン

コースポーツ

共同事業体 

北九州市八幡

東区平野二丁

目１１番１号 

令和２年４月

１日から令和

７年３月３１ 

日まで（北九

州市立桃園市

民プール（室

内）は令和２

年４月１日か

ら北九州市立

桃園市民プー

ルの供用開始

の日の前日ま

で、北九州市

立桃園市民プ

ールは同施設

の供用開始の

日から令和７

年３月３１日

まで） 

北九州市立大谷球場

北九州市立若松球技場 株式会社スピ

ナ 

北九州市八幡

東区平野二丁

目１１番１号 

令和２年４月

１日から令和

７年３月３１

日まで 

北九州市立若松球場

北九州市立若松庭球場
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北九州市立浅生スポーツ

センター 

戸畑スポーツ

コミュニティ

共同事業体 

北九州市小倉

北区砂津二丁

目１１番２３

号 

令和２年４月

１日から令和

７年３月３１

日まで 
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北九州市告示第３０６号

 北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例施行規則（昭和４７年北

九州市規則第２７号）第８条の規定により、北九州市立小倉母子寮及び北九州

市立八幡母子寮の指定管理者を次のとおり告示する。

  令和元年１２月２７日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

指定管理者に管理を行わせ

る施設

指定管理者に指定

した者

指定する期間

北九州市立小倉母子寮 社会福祉法人孝徳

会

令和２年４月１日から

令和７年３月３１日ま

で

北九州市立八幡母子寮 社会福祉法人八幡

民生事業協会

令和２年４月１日から

令和７年３月３１日ま

で
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北九州市告示第３０７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び地方公営

企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に基づき、令

和元年９月３０日現在における本市の財政状況等をここに公表する。 

  令和元年１２月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

財政のあらまし 

はじめに 

本市の財政状況は、市税や地方交付税等の大幅な伸びが見込めない中、社会

保障関係経費は引き続き増加する見込みであることに加え、老朽化した公共施

設の更新や維持管理経費の増加も見込まれることなどから、今後も慎重な財政

運営が必要な状況は続いていくものと見込まれます。 

 こうした状況の下、本市の未来を切り拓き、新たな市民ニーズや行政需要に

応えていくため、「北九州市行財政改革大綱」に基づく収入確保、歳出適正化

や、「北九州市公共施設マネジメント実行計画」に沿った取り組み等の行財政

改革を立ち止まることなく着実に進め、持続可能で安定的な財政運営の確立に

努めてまいります。 

 本書は、平成３０年度決算及び令和元年度上半期の財政運営状況についての

あらましをまとめたものです。 

 本書を通じて本市の財政状況をご理解いただき、今後とも行財政運営に対す

る市民のみなさまのご協力をお願いいたします。
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１ 平成３０年度決算の状況

（１） 平成３０年度決算概要

平成３０年度一般会計及び特別会計の総決算額は、

歳入 ９，５５５億  ５３５万円

歳出 ９，３８４億５，５１１万円

で、歳入、歳出の対前年度比はそれぞれ、１３．７％、１３．６％の減と

なっています。

また、形式収支は１７０億５，０２４万円、実質収支では、１５２億８

，５６７万円となり、黒字を続けています。

歳入歳出決算額及び実質収支の推移は、次図のとおりです。

歳入歳出決算額及び実質収支の推移（一般会計・特別会計総計）
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歳入・歳出 翌年度へ繰

差　引　額 り越すべき

Ｃ(Ａ－Ｂ) 財源　　Ｄ

548,523,455 545,369,719 3,153,736 1,577,085 1,576,651

国 民 健 康 保 険 107,175,351 102,608,116 4,567,235 － 4,567,235

食 肉 セ ン タ ー 377,906 290,675 87,231 － 87,231

卸 売 市 場 898,659 747,840 150,819 730 150,089

渡 船 386,761 313,121 73,640 － 73,640

土 地 区 画 整 理 2,094,883 1,899,682 195,201 97,197 98,004

土 地 区 画 整理 事 業
清 算

104,690 95,063 9,627 － 9,627

港 湾 整 備 6,031,425 3,934,847 2,096,578 9,000 2,087,578

公 債 償 還 167,008,354 167,008,354 0 － 0

住宅新築資金等貸付 259,655 7,334 252,321 － 252,321

土 地 取 得 1,792,178 1,791,889 289 289 0

駐 車 場 564,176 332,823 231,353 － 231,353

母子父子寡婦福祉資金 755,171 202,118 553,053 － 553,053

産 業 用 地 整 備 1,832,437 347,248 1,485,189 80,265 1,404,924

漁 業 集 落 排 水 45,654 30,479 15,175 － 15,175

介 護 保 険 97,284,347 95,097,305 2,187,042 － 2,187,042

空 港 関 連 用地 整 備 22,915 457 22,458 － 22,458

学 術 研 究 都 市
土 地 区 画 整 理

3,788,562 2,473,275 1,315,287 － 1,315,287

臨海部産業用地貸付 580,661 580,661 0 － 0

後 期 高 齢 者 医 療 15,744,883 15,251,700 493,183 － 493,183

市 民 太 陽 光発 電 所 233,229 72,408 160,821 － 160,821

計 406,981,897 393,085,395 13,896,502 187,481 13,709,021

955,505,352 938,455,114 17,050,238 1,764,566 15,285,672

一 般 会 計

特

別

会

計

合　　　　　　　計

（２）　会計別歳入・歳出決算額
（単位：千円）

区　　　　　分
歳　　　入

Ａ

歳　　　出

Ｂ

実質収支

(Ｃ－Ｄ)
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２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度

市 税 157,450,403 171,614,913 28.5 31.3 109.0

分 担 金 及 び 負 担 金 4,936,159 4,940,095 0.9 0.9 100.1

使 用 料 及 び 手 数 料 16,242,998 15,950,070 2.9 2.9 98.2

財 産 収 入 6,500,683 6,506,554 1.2 1.2 100.1

寄 附 金 730,594 633,366 0.1 0.1 86.7

繰 入 金 5,960,071 4,393,827 1.1 0.8 73.7

繰 越 金 3,028,736 3,403,384 0.5 0.6 112.4

諸 収 入 47,808,042 43,592,912 8.7 8.0 91.2

計 242,657,686 251,035,121 43.9 45.8 103.5

地 方 譲 与 税 3,133,200 3,156,300 0.6 0.6 100.7

利 子 割 交 付 金 211,756 186,248 0.0 0.0 88.0

配 当 割 交 付 金 548,045 413,809 0.1 0.1 75.5

株式等譲渡所得割交付金 580,034 379,241 0.1 0.1 65.4

分離課税所得割交付金 128,847 142,674 0.0 0.0 110.7

県民税所得割臨時交付金 14,710,038 2,053,822 2.7 0.4 14.0

地 方 消 費 税 交 付 金 17,552,829 17,650,565 3.2 3.2 100.6

ゴルフ場利用税交付金 45,999 43,917 0.0 0.0 95.5

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,035,998 1,087,348 0.2 0.2 105.0

軽 油 引 取 税 交 付 金 5,525,334 5,686,379 1.0 1.0 102.9

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

26,788 26,440 0.0 0.0 98.7

地 方 特 例 交 付 金 745,728 858,167 0.1 0.2 115.1

地 方 交 付 税 61,726,768 62,064,384 11.2 11.3 100.5

交通安全対策特別交付金 439,743 404,113 0.1 0.1 91.9

国 庫 支 出 金 108,610,462 106,075,420 19.7 19.3 97.7

県 支 出 金 24,879,190 24,857,307 4.5 4.5 99.9

市 債 69,704,500 72,402,200 12.6 13.2 103.9

計 309,605,259 297,488,334 56.1 54.2 96.1

552,262,945 548,523,455 100.0 100.0 99.3

自

主

財

源

依

存

財

源

合　　　　　　　計

（３）　一般会計歳入決算額款別構成
（単位：千円、％）

区　　　　　分
決　　算　　額 構 成 比 率 対前年度

比　　率
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２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度

311,086,238 310,403,698 56.7 56.9 99.8

110,643,489 110,297,082 20.2 20.2 99.7

134,194,471 133,345,725 24.4 24.5 99.4

66,248,278 66,760,891 12.1 12.2 100.8

66,334,861 67,986,701 12.1 12.5 102.5

46,735,341 42,860,753 8.5 7.9 91.7

19,599,520 25,125,948 3.6 4.6 128.2

171,438,462 166,979,320 31.2 30.6 97.4

53,954,487 53,927,146 9.8 9.9 99.9

7,047,759 7,836,391 1.3 1.4 111.2

27,961,311 29,186,249 5.1 5.3 104.4

6,160,069 3,697,790 1.1 0.7 60.0

1,193,256 1,261,612 0.2 0.2 105.7

30,389,972 28,211,725 5.5 5.2 92.8

44,731,608 42,858,407 8.2 7.9 95.8

548,859,561 545,369,719 100.0 100.0 99.4

繰 出 金

合　　　　　　　計

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

そ の 他 の 経 費

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

補 助 事 業 費

単 独 事 業 費

（４）　一般会計歳出決算額性質別構成
（単位：千円、％）

区　　　　　分
決　　算　　額 構 成 比 率 対前年度

比　　率
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２９年度 ３０年度 ２９年度 ３０年度

1 議 会 費 1,624,350 1,618,890 0.3 0.3 99.7

2 総 務 費 40,081,724 40,551,216 7.3 7.4 101.2

3 保 健 福 祉 費 154,497,541 154,110,881 28.2 28.3 99.7

4 子 ど も 家 庭 費 63,623,338 63,594,245 11.6 11.7 100.0

5 環 境 費 13,735,681 13,552,427 2.5 2.5 98.7

6 労 働 費 456,501 433,556 0.1 0.1 95.0

7 農 林 水 産 業 費 1,915,731 1,787,644 0.4 0.3 93.3

8 産 業 経 済 費 40,215,943 37,809,713 7.3 6.9 94.0

9 土 木 費 45,140,093 51,007,189 8.2 9.4 113.0

10 港 湾 費 9,588,300 7,128,951 1.7 1.3 74.4

11 建 築 行 政 費 10,228,590 8,317,000 1.9 1.5 81.3

12 消 防 費 11,848,716 12,824,535 2.2 2.3 108.2

13 教 育 費 73,227,667 70,960,254 13.3 13.0 96.9

14 災 害 復 旧 費 151,951 653,332 0.0 0.1 430.0

15 諸 支 出 金 82,523,435 81,019,886 15.0 14.9 98.2

16 予 備 費 0 0 0.0 0.0 －

548,859,561 545,369,719 100.0 100.0 99.4合　　　　　　　計

（５）　一般会計歳出決算額目的別構成
（単位：千円、％）

区　　　　　分
決　　算　　額 構 成 比 率 対前年度

比　　率
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歳　　入 歳　　出

1,754 億 951 億
％

1,587 億 599 億
％

市 税 54.2 37.8

2,820 万円 4,678 万円 7,111 万円 5,695 万円

1,227 億 392 億 768 億 27 億

国庫支出金 32.0 3.6

7,402 万円 2,788 万円 132 万円 8,937 万円

766 億 815 億 765 億 295 億

市 債 106.4 38.7

9,800 万円 7,980 万円 2,774 万円 8,036 万円

630 億円 464 億 746 億 161 億

地方交付税 73.8 21.6

万円 8,882 万円 7,554 万円 6,355 万円

578 億 42 億 703 億 280 億

諸 収 入 7.4 39.8

8,490 万円 9,394 万円 9,542 万円 1,986 万円

294 億 19 億 555 億 340 億

6.8 61.2

5,416 万円 8,836 万円 6,739 万円 3,261 万円

745 億 319 億 870 億 314 億

そ の 他 42.8 そ の 他 36.1

1,251 万円 258 万円 1,327 万円 2,308 万円

5,997 億 3,006 億 5,997 億 2,019 億

合 計 50.1 合 計 33.7

5,179 万円 2,816 万円 5,179 万円 6,578 万円

県 支 出 金 産業経済費

子 ど も
家 庭 費

２　令和元年度上半期財政運営の状況

（１）　一般会計予算の執行状況 （令和元年９月３０日現在）

区　分
予算現額

（Ａ）

収入済額

（Ｂ）

収入率

(Ｂ/Ａ)
区　分

予算現額

（Ｃ）

支出済額

（Ｄ）

支出率

(Ｄ/Ｃ)

保健福祉費

諸 支 出 金

教 育 費

土 木 ・
建築行政費
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収入率(B/A) 支出率(C/A)

1,766 億 62 億
％

584 億
％

公 債 償 還 3.5 33.1

300 万円 3,421 万円 7,247 万円

1,004 億 415 億 406 億

介 護 保 険 41.4 40.4

9,700 万円 9,616 万円 685 万円

997 億 425 億 374 億

国 民 健 康 保 険 42.6 37.5

8,600 万円 5,548 万円 6,586 万円

166 億 52 億 45 億

後期高齢者医療 31.6 27.5

9,000 万円 7,917 万円 8,652 万円

49 億 34 億 5 億

港 湾 整 備 70.2 10.9

5,100 万円 7,551 万円 4,114 万円

39 億 5 億 2 億

土 地 取 得 13.7 6.8

729 万円 3,572 万円 6,450 万円

112 億 55 億 15 億

そ の 他 49.5 13.6

8,780 万円 8,258 万円 3,461 万円

4,137 億 1,052 億 1,434 億

合 計 25.4 34.7

2,209 万円 5,883 万円 7,195 万円

（２）　特別会計予算の執行状況 （令和元年９月３０日現在）

区　分
予 算 現 額

（Ａ）

歳　　　入 歳　　　出

収入済額(Ｂ) 支出済額(Ｃ)
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（３）　市有財産、市債及び一時借入金

　ア　市有財産 （令和元年９月３０日現在)

普通財産

土 地 ㎡ 7,090,523

建 物 ㎡ 152,156

立 木 ―

船 舶 隻（ｔ） 2 (133) ― 2 (133)

浮 桟 橋 個 ―

航 空 機 機 ―

物 権 ㎡ 2

特 許 権 件 ―

著 作 権 件 ―

商 標 権 件 14

区　　分

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

　イ　市債の現在高 （令和元年９月３０日現在)

　ウ　一時借入金 （令和元年９月３０日現在)

　予算で定めた最高限度額 ８５０億円　 　一時借入金残高

22,106,329 29,196,852

区分 単位
数　　　　　　量

行政財産 合　　計

4,697,975 4,850,131

154,524 154,524

6 6

1 1

687,158 687,160

0 0

107 107

― 14

単　　位 数　　　　　量

０円　

千　円 699,120

千　円 69,303,172

使途別総額

1兆2,164億円

市場公募債

9,659億円

79.4%

借入先別総額

1兆2,164億円

地方公共団体金融機構
394億円 3.2%

財政融資資金
433億円

3.6%

銀行等
引受債
引受団
1,567億円
12.9%

一

般

会

計

債96.4％

特別会計債
3.6%

総務392億円 3.2%

保健福祉249億円 2.1%

環境162億円
1.3%

土木3,816億円
31.4%

港湾1,194億円 9.8%建築行政320億円 2.6%

教育576億円 4.7%

産業経済
319億円
2.6%

その他
4,693億円
38.7%

港湾整備210億円
1.7%

区画整理58億円 0.5%

産業用地34億円 0.3% その他
141億円
1.1%その他

36億円 0.3%

郵便貯金・簡易
生命保険管理機構
75億円 0.6%
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３　令和元年度上半期公営企業の業務状況

（１）　上水道事業会計

〔 水道事業 〕

費　　用 収　　益
36億4,668万円 81億3,919万円

#REF!
#REF!
#REF!
#REF! 純利益

#REF! 47億1,739万円

#REF!
#REF! 営業収益

2 83億617万円

1

6
5 営業費用

4 30億4,283万円

3
2

1
※ 費用には、年度末に一括計上する

〔 水道用水供給事業 〕

費　　用 収　　益
9,796万円 2億6,976万円

#REF!
#REF!
#REF!
#REF!
#REF!
#REF!
#REF!

2
1

営業費用

6 8,659万円

5
4
3
2
1
※ 費用には、年度末に一括計上する

損益収支の状況 貸借対照表図
（平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで） （令和元年９月３０日現在）

減価償却費等を計上していない。

損益収支の状況 貸借対照表図
（平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで） （令和元年９月３０日現在）

減価償却費等を計上していない。

負債

926億

7,867万円

資本

1,199億

4,697万円

資産

2,126億

2,564万円

固定負債

573億

4,060万円

流動負債

29億

1,507万円

繰延収益

324億

2,300万円

資本金

1,029億

3,648万円

資本剰余金

88億

3,474万円

利益剰余金

81億

7,575万円

流動資産

92億

6,160万円

固定資産

2,033億

6,404万円

特別損失
281万円

特別利益

325万円

営業外費用
9億2,195万円

営業外収益

1万円

営業費用
27億2,192万円

営業収益
75億1,824万円

純利益
44億9,251万円

営業費用
5,802万円

営業外費用
3,994万円

営業収益
2億6,975万円

負債

66億

1,604万円

資本

30億

994万円

資産

85億

1,354万円

固定負債

38億

9,556万円

流動負債

1億1,257万円

繰延収益

26億

791万円

資本金

29億

7,950万円

資本剰余金

3,044万円

欠損金

11億1,244万

円

流動資産

△8,370万円

固定資産

85億

9,724万円

純利益
1億7,180万円

営業外収益

6億1,770万円
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（２）　工業用水道事業会計

費　　用 収　　益
2億2,630万円 8億3,899万円

※ 費用には、年度末に一括計上する

減価償却費等を計上していない。

（３）　交通事業会計

（平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで） （令和元年９月３０日現在）

損益収支の状況 貸借対照表図
（平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで） （令和元年９月３０日現在）

損益収支の状況 貸借対照表図

営業外費用
1,684万円

営業費用
2億946万円

営業収益
8億3,500万円

営業外収益
399万円

特別利益
0万円

純利益
6億1,269万円

収 益
9億4,036万円

費 用
7億5,129万円

営業費用
7億5,124万円

営業収益
8億8,462万円

営業外費用
5万円

営業外収益
5,574万円

※費用には、年度末に一括計上する
減価償却費等を計上していない。

繰延収益

6,166万円

資本

32億

327万円

資産

26億

3,907万円

流動負債

1億

5,087万円

資本金

30億

7,250万円

負債

10億

2,853万円

資本剰余金

1億3,077万円

流動資産

16億

2,953万円

固定負債

8億

1,600万円

固定資産

10億954万円

欠損金

15億9,273万円

純利益
1億8,907万円

負債

80億

2,640万円

資本

115億

6,623万円

資産

194億

435万円

固定負債

19億

4,195万円 流動負債

1億7,665万円

繰延収益

59億

780万円

資本金

71億

9,061万円

資本剰余金

25億3,020万円

利益剰余金

18億4,542万円

流動資産

26億532万円

固定資産

169億

8,731万円
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損益収支の状況 貸借対照表図

（平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで） （令和元年９月３０日現在）

(５)　下水道事業会計

損益収支の状況 貸借対照表図

（平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで） （令和元年９月３０日現在）

（４）　病院事業会計

医業外費用
2,588万円

医業費用
1億7,711万円

医業外収益
2億3,387万円

医業収益
47万円

負債

3,147億

5,529万円

資本

1,272億

9,310万円

資産

4,420億

4,839万円

営業費用
23億3,677万円

営業収益
95億6,157万円

特別損失
301万円

営業外収益
5,059万円

純利益
62億463万円

特別利益
553万円

費 用
34億1,306万円

※費用には、年度末に一括計上する
減価償却費等を計上していない。

営業外費用
10億7,328万円

流動負債
68億1,422万円

固定負債
1,465億
7,562万円

固定資産
4,374億
4,412万円

流動資産
46億427万円

資本金
1,097億
3,159万円

資本剰余金
56億

6,691万円

繰延収益
1,613億
6,545万円

利益剰余金
118億9,460万円

負債
41億

8,377万円

流動負債
1億

6,466万円

資本金
113億
2,231万円

固定資産
28億

5,253万円

資産
29億
52万円

資本
113億
9,326万円

繰延収益
4,741万円

欠損金
113億
5,480万円

流動資産
4,799万円

収 益
2億3,434万円

費 用
2億299万円

資本剰余金
7,095万円※費用には、年度末に一括計上する

減価償却費等を計上していない。

固定負債
39億

7,170万円

純利益 3,135万円

収 益
96億1,769万円
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（６）　公営競技事業会計

〔 競輪事業 〕

費　　用 収　　益
73億4,155万円 77億7,025万円

純利益

※ 費用には、年度末に一括計上する

〔 モーターボート競走事業 〕

費　　用 収　　益
288億8,279万円320億3,694万円

#REF!
#REF!
#REF!
#REF!
#REF!
#REF!
#REF!

2
1

6
5
4
3
2
1
※ 費用には、年度末に一括計上する

損益収支の状況 貸借対照表図
（平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで） 　（令和元年９月３０日現在）

減価償却費等を計上していない。

損益収支の状況 貸借対照表図
（平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで） （令和元年９月３０日現在）

減価償却費等を計上していない。

負債

36億

9,590万円

資本

285億

325万円

資産

321億

9,915万円

固定負債

25億

5,657万円

流動負債

8億

6,011万円
繰延収益

2億

7,922万円

資本金

242億

3,633万円

利益剰余金

42億6,692万円

流動資産

60億

8,279万円

固定資産

261億

1,636万円

負債

99億

8,210万円

資本

45億

9,116万円

資産

145億

7,326万円

固定負債

85億

3,407万円

流動負債

12億

5,997万円
繰延収益

1億

8,806万円

資本金

34億

9,435万円

利益剰余金

10億9,681万円

流動資産

15億

9,670万円

固定資産

129億

7,656万円

営業外費用
489万円

営業外収益
1,674万円

営業費用

73億3,666万円

営業収益
77億5,351万円

純利益

4億2,870万円

営業費用

288億6,894万円

営業外費用
1,385万円

営業収益

320億1,806万円

純利益
31億5,415万円

営業外収益
1,888万円
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北九州市公告第５５２号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号。以下「政令」という。）第４条に規定する特定調達契約に

つき、随意契約の相手方を決定したので、北九州市物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２条第１項の

規定により次のとおり公告する。 

令和元年１２月２７日 

                北九州市長 北 橋 健 治 

１ 特定役務の名称及び数量 

宿泊税システム対応業務 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

北九州市財政局税務部税制課 

北九州市小倉北区城内１番１号 

３ 契約の相手方を決定した日 

令和元年１１月５日 

４ 契約の相手方の名称及び住所 

株式会社アール・ケー・ケー・コンピューター・サービス 

熊本市中央区九品寺一丁目５番１１号 

５ 契約金額 

４，１８０万円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

随意契約 

７ 随意契約の理由 

政令第１１条第１項第２号に該当するため 
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北九州市上下水道局告示第２６号 

 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１６条の２第１項の規定による給水

装置工事事業者の指定を行ったので、同法第２５条の３第２項の規定により次

のとおり告示する。 

  令和元年１２月２７日 

北九州市上下水道局長 中 西 満 信   

指定番号 工事店の 

名 称 

代表者 所在地 指定年月日 

Ｈ－０４９ 株式会社西

日本メンテ

ナンス 

下木原伸

一 

北九州市八幡東区

中央二丁目１３番

１１号 

令和元年１

２月２７日 

2323



北九州市上下水道局告示第２７号 

 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の７の規定により指定給水装

置工事事業者から給水装置工事の事業の廃止の届出があったので、北九州市上

下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１０年北九州市水道局管理規程第

７号）第４条の規定により次のとおり告示する。 

  令和元年１２月２７日 

北九州市上下水道局長 中 西 満 信   

指定番号 工事店の 

名 称 

代表者 所在地 廃止年月日 

Ｆ－０７７ 大丸建設株式

会社 

大山秀貴 福岡市博多区金

の隈二丁目１７

番２２号 

令和元年１

１月１４日 

2424


